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 年 月 

著 書（単） 『生活保護の争点 ～審査請求、行政運用、制度改革をめぐ

って』、高菅出版、総 506 頁 

2011. 4 

著 書（単） 『生活保護「改革」と生存権の保障 ～基準引下げ、』法改正、

生活困窮者自立支援法～』、明石書店、総 270 頁 

2015. 8 

著 書（単） 『生活保護審査請求の現状と課題 ～簡易・迅速・公平な解決

をめざして』、明石書店、総 296 頁 

2020.12 

編  著（単） 『生活保護 行政運用・判例・裁決データ修正 －資産・各扶助・

収入認定を中心に』明石書店、総 341 頁 

2024.3 

著 書（共） 

  

「第 9章 費用返還の諸規定を考える」『誰も書かなかった生

活保護法』尾藤廣喜・木下秀雄・中川健太朗編、法律文化社、

189～211 頁 

1991.10 

  

著 書（共） 

  

「第 10 章 いきいき福祉事務所づくりのためのガンバ 10 ヶ

条」『生活保護法のルネッサンス』尾藤廣喜・木下秀雄・中

川健太朗編、法律文化社、303～333 頁 

1996. 1  

著 書（共） 

  

「第 9章 生活保護における資産『活用』」『公的扶助実践講

座① 現代の貧困と公的扶助行政』杉村宏・河合幸尾・中川健

太朗・湯浅晃三編、ミネルヴァ書房、214～239 頁 

1997. 1  

著 書（共） 

  

「第4章 なぜ子どもの高校進学のためにためたお金を取り上

げるのか」『生活保護法の挑戦』尾藤廣喜・木下秀雄・中川

健太朗編、高菅出版、127～158 頁 

2000. 5  

著 書（共） 

  

（全 59 問中 17 問担当）『ここまで使える介護保険Ｑ＆Ａ』、

介護保険研究会（木下秀雄、竹下義樹、中島裕彦、吉永純）、

あけび書房、計 29 頁 

2001. 9 

著 書（共） 

  

「人として生きる権利を求めて 生活保護裁判が問うもの」

「主な生活保護争訟の概観」『生活保護 50 年の軌跡』生活保

護 50 年の軌跡刊行委員会編、みずのわ出版、346～352、374

～380 頁 

2001.11  

著 書（共） 

 

  

「第2部第1章 利用者本位の生活保護を求めて～現代公的扶

助労働論」『社会福祉労働の専門性と現実』真田是編、かも

がわ出版、56～81 頁 

2002. 4  



著 書（共） 

  

「第 1部 生活保護のあらまし」（第 2部編 Ｑ＆Ａ51 問中 15

問）『いのち くらし 生活保護Ｑ＆Ａ50 プラス 1』竹下義樹

編、高菅出版、計 66 頁 

2004. 4  

編著書（共） 

 

  

「第 6章 特別基準って何？」「第 7章 自立のための費用返

還とは」『これが生活保護だ～福祉最前線からの検証』尾藤

廣喜・松崎喜良・吉永純編著、高菅出版、143～201 頁 

2004. 4  

著 書（共） 

  

「第 3章 訴訟などにみる生活保護の運用実態」『生活保護『改

革』の焦点は何か』竹下義樹・大友信勝・布川日佐史・吉永

純、あけび書房、59～76 頁 

2004. 4 

  

著 書（共） 「第 3章第 3節 被保護者の権利および義務」「第 6 章第 2節 

不服申立て制度と訴訟」『公的扶助論』金澤誠一編著、高菅

出版、118～125 頁、256～277 頁 

2004. 6 

編著書（共） 『死にたくない！いま、生活保護が生きるとき』竹下義樹・

吉永純編著、青木書店、総 230 頁 

2006. 9 

編著書（共） 『改訂新版 これが生活保護だ～福祉最前線からの検証』尾藤

廣喜・松崎喜良・吉永純編著、高菅出版、総 445 頁 

2006.12 

著 書（共） 「第 8章 公的扶助関係法制」『テキストブック現代社会福祉

法制』山田耕造編、法律文化社、170～192 頁 

2007. 2 

著 書（共） 「第 3章第 2節 生活保護はどのように『解体』されようとし

ているか」「第 3章コラム 3 三位一体改革と生活保護」『格

差・貧困と生活保護』杉村宏編、明石書店、138～145、187～

191 頁 

2007.11 

著 書（共） 「第 9章 生活保護」『初めての社会保障論』古橋エツ子編、

法律文化社、132～150 頁 

2007.11 

著 書（共） 「人として生きる～生活保護裁判に見る人間像」『花園大学

人権論集 15 個の自立と他者への眼差し』花園大学人権教育研

究センター編、批評社、120～157 頁 

2008. 3 

著 書（共） 「Ⅳ（1）生活保護の目的と基本原理、（5）生活保護利用者

の権利と義務」『よくわかる公的扶助』杉村宏・岡部卓・布

川日佐史編、ミネルヴァ書房、66～75、104～113 頁 

2008. 9 

著 書（共） 「Ⅳ生活保護基準の現状と切り下げのうごき」『生活保護法

的支援ハンドブック』日本弁護士連合会生活保護問題緊急対

策委員会編著、民事法研究会、142～169 頁 

2008.12 

著 書（共） 「ナショナルミニマムを考える～焦点の生活保護基準額」『花

園大学人権論集 16 マフィア資本主義の呪縛』花園大学人権

教育研究センター編、批評社、88～118 頁 

2009. 3 

著 書（共） 「第 3章第 3節（被保護者の権利・義務）」「第 7章第 2節

（不服申立制度と訴訟）『「現代の貧困」とナショナルミニ

2009. 4 



マム』金澤誠一編著、高菅出版、143～150、348～374 頁 

著 書（共） 「はじめに」「生活保護の有期保護化とは」『アメリカ福祉

改革の悲劇に学べ！』、生活保護問題対策全国会議、2～7、

59～66 頁 

2009. 7 

著 書（共） 「福祉事務所の組織と運営」『公的扶助論 低所得者に対する

支援と生活保護制度』岩田正美・杉村宏編著、ミネルヴァ書

房、108～120 頁 

2009. 8 

著 書（共） 「はじめに」「パネルディスカッションのまとめ」『カウン

ター越しの対立を超えて』、全国生活保護対策問題会議、1～

7、89～90 頁 

2010. 1 

著 書（共） 「生活保護制度の現状と課題」『貧困がわかる①貧困を生

まないセーフティネット』大阪弁護士会編、明石書店、8～

42 頁 

2010.10 

著 書（共） 「貧困大国・日本と生活保護の役割」『花園大学人権論集 16 

変容する他者と潜在化する社会病理』花園大学人権教育研

究センター編、批評社、213～239 頁 

2011. 3 

編著書（共） 『生活保護「改革」ここが焦点だ！』（尾藤廣喜、小久保哲

郎、吉永純）、あけび書房、158 頁 

2011. 7 

著 書（共） 「生活保護審査請求制度の現状と課題」日本社会保障法学会

編『社会保障法』第 26 号、法律文化社、87～100 頁 

2011. 4 

著 書（共） 「Das Widerspruchsverfahren in der Sozialhilfe Japans – 

Aktueller Stand und Herausforderungen」,Walter 

Hanesch/Hisashi Fukawa (Hrsg.)『Das letzte Nets sozialer 

Sicheung in der Bewährung』,Nomos,pp.49-63 

2011.12 

著 書（共） 「第 2 章 今回の調査目的と主な行動」「第 3 章 札幌市・

白石区福祉事務所との懇談～なぜ救えた命が救えなかっ

たのか」「あとがき」『「餓死・孤立死」の頻発を見よ！』、

あけび書房、35～38 頁、39～49 頁、147～148 頁 

2012. 8 

著 書（共） ｢Ｑ12,15,16､18｣「第 6 章 生活保護をめぐる最近の動きと

改革の方向性」『間違いだらけの生活保護バッシング』生活

保護問題対策会議編、明石書店、42～45 頁、98～116 頁 

2012. 8 

著 書（共） 「日本社会保障法学会第 62 回大会シンポ「災害と社会保障」

の「生活保護について」」日本社会保障学会編『社会保障法』

第 28 号、法律文化社、154～165 頁 

2013. 5 

著 書（共） 「序章Ｑ1、第 1章Ｑ3、4、5、第 2章Ｑ1、4、5、6」『間違い

だらけの生活保護「改革」』生活保護問題対策会議編、明石書

店、9～15 頁、32～51 頁、88～92 頁、111～134 頁 

2013. 8 

著 書（共） 「生活保護改革の特徴と問題点」『公扶研ブックレット№3 ど 2013.12 



うなる？どうする！生活保護』、萌文社 

著 書（共） 『社会福祉学事典』（担当項目「貧困と運動（反貧困運動）」）

日本社会福祉学会事典編集委員会編、丸善、284～285 頁 

2014. 5 

著 書（共） 「第２章Ⅵ生活保護基準とその引下げ」、『生活保護法的支援

ハンドブック〔第２版〕』日本弁護士連合会貧困問題対策本部

編、民事法研究会、159～186 頁 

2015. 1 

著 書（共） 「深まる子どもの貧困～子どもの貧困対策や学習支援にも触

れて」、『花園大学人権論集 22「他者」との共生』花園大学人

権教育研究センター編、批評社、92～119 頁 

2015. 3 

著 書（共） 「低所得者（生活保護利用者への支援事例）」、『相談援助演習』

白澤正和・福富昌城・牧里毎治・宮城孝編著、ミネルヴァ書

房、195～200 頁 

2015. 3 

著 書（共） 『いのちをつなぐ無料低額診療事業』、吉永純・京都保健会編

著、クリエイツかもがわ、総 207 頁 

2015.10 

著 書（共） 「第３章 生活保護制度の仕組み」「第５章 生活保護における

権利と義務」『現代の貧困と公的扶助 ～低所得者に対する支

援と生活保護制度』、吉永純・布川日佐史・加美嘉史編著、高

菅出版、67～115・151～166 頁 

2016. 4 

著 書（共） 「終章 小田原市「生活保護行政のあり方検討会報告書」を

片手に、利用者と「ともに命を輝かす」ケースワーカーに」『生

活保護なめんな/ジャンパー事件から考える』生活保護問題対

策全国会議、132～142 頁、あけび書房 

2017. 7 

編著書（共） 「 第 1 部  生 活 保 護 手 帳 ・ 実 施 要 領 へ の 招 待 」、

Q15,Q25,Q38,Q40､Q43『Q&A 生活保護手帳の読み方、使い方』、

明石書店、5～30、68～69、140～142、145～147､152～153 頁 

2017.11 

編著書（共） 「１章、Ｑ５、Ｑ３４」、『Q&A 生活保護ケースワーク 支援の

基本』明石書店、吉永純・衛藤晃編著、14～21、34～35、118

～120 頁 

2017.11 

著 書（共） 第２章Ⅱ実施要領改正提案、１～３、第４章Ⅰ日本、『「生活

保護法」から「生活保障法」へ』 明石書店、生活保護問題

対策全国会議編、62～71、92～93 頁 

2018. 8 

著 書（共） 「健康で文化的な最低限度の生活はどこへ？－生活保護基準

引下げの意味」、批評社、『花園大学 人権論集 26 「社会を作

る人」を作る』、花園大学人権教育研究センター、113～136

頁 

2019.3 

編著書（共） 「はじめに」、クリエイツかもがわ、『無料低額診療事業のす

べて ～役割・実践・実務』、吉永純・原昌平・奥村晴彦、7～

11 頁 

2019.10 



編著書（共） 「3 世帯認定･世帯分離」､「9 資産:自動車」､「12 資産:不

動産」､「19 逮捕拘留中の生活保護」､「20 保護費の支払い

方法」、「21 海外渡航」､「30 外国人と生活保護」、山吹書店、

『判例 生活保護』、木下秀雄・吉永純・嶋田佳広、20-26､64-70､

82-84、134-135、36-137､138-143､209-216 頁 

2020.8 

編著書（共） 「第 1 部 生活保護手帳・実施要領への招待」､「Q27、Q38、

Q40、Q41」「法 78 条徴収金と法 63 条返還金の徴収強化」、「13 

コロナ禍・災害と生活保護」、明石書店、『Q&A 生活保護手帳

の読み方、使い方 第２版』、 18-32、102-103、146-148、

137-139、157-166 頁 

2020.11 

編著書（共） 「貧困に誠実に向き合った公的扶助研究者 80 年の軌跡」、萌

文社、『生きるということ 私家版―生きる意味を公的扶助ケ

ースワーク論に問う―』、杉村宏、10-15 頁 

2020.11 

著 書（共） 「第4章 若年失業者の稼働能力活用 -岸和田生活保護裁判を

手がかりに」、矢島里絵他編著『社会保障裁判研究』ミネルヴ

ァ書房、pp58-74 

2021.6 

著 書（共） 「第４章６ 被保護者の権利および義務、不服の申立、行政訴

訟」、岩永理恵他編著『貧困に対する支援』ミネルヴァ書房、

pp138-147 

2021.10 

著 書（共） 「貧困パンデミックと女性、若者の未来」(雨宮処凛＋吉永純)

花園大学人権教育研究センター『共事者の社会へ』、批評社、

pp120-146 

2022.3 

著 書（共） 「第７章 いのちのとりで裁判と健康で文化的な最低限度の

生活 -裁判所の貧困観と「健康で文化的な最低限度の生活」

調査が明らかにした市民生活の貧困」 浜岡政好・唐鎌直義・

河合克義編著『「健康で文化的な最低限度の生活」をすべての

人に 憲法 25 条の探求』自治体研究社、pp179-207 

2022.3 

著 書（共） まえがき､Ｑ８､９､12、国際比較と一覧表、生活保護問題対策

全国会議編『外国人の生存権ハンドブック』、明石書店、pp2-3、

31-37、44-47，76-80 2022.9 

2022.9 

報告書 

（分担執筆

者） 

「京都府における低所得者支援施策の効果的実施に向け

た研究」『2012 年度・京都府立大学地域貢献型特別研究

（ACTER）報告書』、研究分担者のため該当ページ特定不能 

2013. 3 

報告書（編著） 研究会座長として「はじめに」を担当、「当事者を真ん中に、

生活困窮者を一人も漏らさない相談支援の仕組みを構築し、

公民協働で進める地域づくりのための提言」、京都府社会福祉

協議会・生活困窮者社会における地域づくり研究会、3-4 頁 

2019.2 

報告書 「学習支援事業の政策動向と東淀川区学習支援事業の特色と

課題～子どもたちを真ん中にし、大学生サポーター、委託団

2019.3 



体、福祉事務所がリスペクト（尊重）で囲む三角形～」、学習

支援事業「東淀川区中学生勉強会」事業報告書、大阪市東淀

川区役所、10-20 頁 

論 文 (単) 

  

「自治体社会保障現場の実態と改善の方向」『社会保障法』

第 5号、日本社会保障法学会、113～150 頁 

1990. 5 

論 文（単） 「不動産保有ケースの実態～住む権利の保障を問う」『賃金

と社会保障』1045 号、47～54 頁 

1990.11 

  

論 文（単） 

  

「外国人への生活保護の適用をめぐって」『公的扶助研究』

No.151、16～21 頁 

1992. 9  

論 文（単） 

 

「利用者本位の生活保護改革を～セイフティーネット再生の

ための視点～」『総合社会福祉研究』第 21 号、28～35 頁 

2002.10 

論 文（単） 「利用者本位の生活保護改革を～福祉現場からの問題提起

①」『賃金と社会保障』1360 号、4～32 頁 

2003.12 

論 文（単） 「利用者本位の生活保護改革を～福祉現場からの問題提起

②」『賃金と社会保障』1364 号、40～58 頁 

2004. 2 

論 文（単） 「利用者本位の生活保護改革を～福祉現場からの問題提起③

完」『賃金と社会保障』1365 号、29～41 頁 

2004. 3 

論 文（単） 「生活保護の現場からみた分離論への疑問」『賃金と社会

保障』1399 号、38～42 頁 

2005. 8 

論 文（単） 「生活保護基準はこれでいいのか～格差社会の中で、更なる

引下げは許されない」『季刊公的扶助研究』№201、14～18

頁 

2006. 4 

論 文（単） 「いま求められていることは、生活保護の迅速な発動～厚生

労働省『生活保護行政を適正に運営するための手引』の検討」

『福祉のひろば』通巻 442 号、17～23 頁 

2006. 8 
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